
［成果情報名］ため池の柔構造底樋工法

［要約］ダクタイル管を用いた柔構造底樋工法を開発した。柔構造底樋工法は、底樋管が基礎地盤

の変形や沈下に追従して底樋に作用する土圧低減を防止できるため、底樋沿いの漏水やパイピング

を抑止することが可能である。

［キーワード］ため池、底樋、軟弱地盤、土圧

［担当］農工研・施設資源部・土質研究室

［代表連絡先］電話 029-838-7575、電子メール thori@affrc.go.jp 

［区分］農村工学

［分類］技術及び行政　普及

［背景・ねらい］

軟弱地盤上に位置するため池の底樋改修において、剛な構造の底樋を設置すると基礎地盤の変

形・沈下に伴って、底樋沿いの漏水や底樋管の破断が発生する事例が多く報告されている。本研究

ではパイプラインで用いられているダクタイル管を底樋管として用い、基礎地盤の変形に追従でき

る底樋（柔構造底樋）の工法開発を行った。本工法を用いることによって、底樋管が基礎地盤の変

形に追従し、底樋管周りの土圧が維持されることによって、底樋管沿いの漏水や底樋管自体の破断

を抑止できる。

［成果の内容・特徴］

１．図１に示すような底樋を設置した地盤の模型を用いて、継手構造を持つ底樋と継手の無い底樋

の２ケースの浸透実験を行った。上流側が貯水による浸透を発生させた後、底樋下部の地盤を

沈下させた結果、図３に示すように、継手構造を持つ底樋が地盤に追随することが分かった。

このことから、大きな盛土荷重が底樋に作用しても、底樋管には破断等の損傷が発生しにくい

ことが分かった。

２．図２に示すように、模型実験において継手構造のない底樋下部の土圧がゼロとなったのに対し、

継手構造を持つ底樋では、ゼロにはならず地盤との密着性が保たれていることが明らかとなっ

た。

３．上流側の水位を上昇させ動水勾配を増加させた結果、継手構造を持たない底樋ではパイピング

現象が発生したのに対し、継手構造を持つ底樋の場合ではパイピング現象は発生しなかった。

このことから、継手構造を持つ柔構造底樋はパイピングに対して抵抗性が高いことが明らかと

なった。

４．図４に柔構造底樋のイメージ図、写真１に柔構造底樋に用いるダクタイル管を示す。

［成果の活用面・留意点］

１．実際のため池への柔構造底樋の設置に際しては、基礎地盤の変形を予測して敷設高さを決定す

る必要がある。

２．柔構造底樋の場合、圧力管としてため池下流域にパイプラインとして送水を行うことができる

可能性がある。

３．底樋底面基礎の地盤改良範囲を縮小することができるため、改修断面が小さくなりコスト縮減

に寄与することができる。
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［具体的データ］�

［その他］�

研究中課題名：農業水利施設の機能診断・維持管理及び更新技術の開発
実施課題名：老朽底樋の構造機能回復技術の開発
実施課題 ID：412-a-00-008-00-I-06-4807
予算区分：交付金プロ（施設機能）
研究期間：2004～ 2006年度
研究担当者：毛利栄征、堀　俊和、松島健一、有吉　充
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　　　　　　藤田信夫・毛利栄征・堀俊和、特願 2006-051404

図４　柔構造底樋のイメージ図� 写真１　柔構造底樋に用いるダクタイル管�

図２　底樋の沈下状況　(mm) 図３　管底土圧の変化�

図１　柔構造底樋に関する模型実験の概要図�

砕石浸透流量�ピンホール流量�

飽和地盤�

盛土�

沈下領域�

供試管�

間隙水圧計 (200mm

供試管�

間隙水圧計 (200mmごと11箇所)
2600

10
00

2000

砕石層�

2600

10
00

2000

水槽�

透水板�
透水板�

1000

20
0 40
0

透水板�
透水板�

1000

20
0 40
0

CH.000CH.000

50

CH.001 CH.002 CH.004CH.003 CH.005

200 400 400 400400

50

CH.001 CH.002 CH.004CH.003 CH.005

200 400 400 400400��Δ�

圧力計�

500 1000

20
040

0

517 19 43 54 53 47 38 25

2000

40
0

20
0

10
00

0
10
20
30
40
50
60
70
80

0 5 10 15 20

沈下量　(mm）�

管
底
面
平
均
土
圧
　
(k
P
a)

CASE_1（継手なし�）�

CASE_2（継手あり�）�

Case2

Case1

H=300

─ 102 ─

平成18年度農村工学研究所研究成果情報


